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総務部長　福岡久申

保健福祉部長　加藤　勝

保健福祉部次長兼福祉課長　伊藤　泉
保健医療課長　浅井雅代　　同補佐兼医療係長　中村美枝
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	議長　川合保生　　

議会事務局長　岩松節明　　同補佐　中西直起

同議事係　曽我竜彦

	会議録
	別紙のとおり


別紙

委員長　　　　開会宣言、あいさつ

委員長　　　　これより議事にはいります。

議案第２９号

委員長　　　　まず、本委員会に付託されました、議案第29号長久手町国民健康保険税条例の一部を改正する条例についてを議題といたします。議案第29号について執行部の説明を求めます。

保健医療課長　議案第29号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第29号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。
じんの委員　　この条例の適用を受けるためには、申請が必要となる。どのように周知するのか。窓口はどこか。離職後も在職中と同程度の負担で国保に加入できるのか。

同国保年金係長　周知は国保係で今回条例で決定されたことを広報で知らせる。パンフレットも窓口に置いてある。離職者は雇用保険の申請をする際にもハローワーク等の窓口でもたくさんの周知方法で広報活動されている。事前に４月からこのような情報は周知されており、事前に問い合わせもあった。そういう方は事前に雇用保険証をコピーして把握している。決定通知を出す際にはお知らせしている。窓口は長久手町役場保健医療課の国保年金係です。７月の納税通知にも載せます。

じんの委員　　リストラされた方の国保税の軽減だが、時限つきなのか。

同補佐兼医療係長　減額期限は100分の30ということで、２年間です。

じんの委員　　先ほど本会議でこの条例に関係して、国保税の条例がなかったのにという質問があった。国民健康保険税は所得割、資産割、均等割、平等割とかあるが、それぞれの算出するときの数字が全部変わったと思う。そういうことは我々議員も、本来は３年前、後期高齢者医療の負担が生じたときに知らなければいけなかった。今現在まで知らされていなかったのは、私たちにとって問題である。対照表をつけて後でもらいたい。

同国保年金係長　新旧対照表はできているので配布することはできます。

じんの委員　　所得割のところは変わったのか。

同国保年金係長　全部で資産割が15％だったが、医療分が12％、後期高齢支援分が３％で合わせて15％です。特に変わっていません。

小池委員　　　第４条、５条中で条文を改正しなかったという説明があったが、不備があったという認識でよかったか。

同国保年金係長　その不備を改正した。

小池委員　　　不備のままどのくらいの期間置かれていたか。

同国保年金係長　平成20年の５月臨時議会で議案は提出したので、その時の改正が一部漏れていた。

小池委員　　　それについて今回の改正まで気づかなかったのか。気付いたまま今回合わせてやったのか。

同国保年金係長　気付いたのは今回の改正で気づいた。早急に改正しなければいけないということで、今回提出しました。

小池委員　　　担当部長等の責任についてどのように考えているか。

保健福祉部長　改正については、今係長が申した通りです。改正の不備については申し訳ないと考えています。今後こういったことがないようにしたい。ただ、システム上、資産割ですと15％、医療分が12％、後期高齢支援分が３％ということで、自主的には算定しているので問題はないが、この不備についてはまちがいでありました。

小池委員　　　このようなことが、他の条例についてないかといった確認はされたか。

保健医療課長　今後、確認をしていくつもりです。一応確認をしたつもりだが、さらにもう一度きちんと確認していきたい。

委員長　　　　今後の影響で1,000万円ということだが、人数的にどれくらいの人数が対象になるのか。民間での非自発的な対象者ということだが、例えば、民間がリストラ等を行う際は「希望退職」という手続きを踏む。組合との関係もあって、民間といえどもそう簡単に解雇できない。希望退職に応募する形で退職した場合にこの対象になるのか。

保健医療課長　人数の試算は国が推計数値を持っている。当町だと一般利用保険者数は9,320人のうち約230人が補助対象になる。一般介護の方の該当者は2,782人の内、69名です。正当な理由のない希望退職者は今回の減額対象にはならない。

委員長　　　　前述の希望退職ではそれが対象にならないというのは、国からの指示が出ているのか。

保健医療課長　（希望退職であるかそうでないかの判断ではなく）役場では失業理由について雇用保険の受給の資格者証は、あるいは雇用保険の被保険者離職証明証で判断します。そういうものを持っていない方については対象になりません。

委員長　　　　はい、わかりました。他ございませんか、なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませ
んか。

　　　　　ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

　　　　　　　ないようですので、採決を行います。議案第29号長久手町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第29号については原案のとおり可決することに決しました。

　　　　　　　なお、委員長報告は委員長と副委員長に一任していただけますか。

（異議なしの声あり）

ご異議が無いようですのでそのように取り計らいさせていただきます。以上で文教福祉委員会を閉会します。

午前１０時４０分閉会　　　

以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成２２年５月６日

文教福祉委員会委員長　前田幸明
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